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○ また、現在、要介護認定率や一人当たり介護費用、施設サービスと居宅サービスの割合

などについては、地域差が存在している状況にある。 

介護保険制度には、全国一律の基準による要介護認定など保険者間の差を抑制し適

正化を図る仕組みがある一方で、高齢化の状況、地理的条件、独居等の家族構成など地

域差を必然的に生じさせる要素もあり、それぞれの保険者が国及び都道府県の協力のも

と、地域差の存在について多角的な分析を行い、その結果を踏まえて、縮小されるべき地

域差については、これを縮小するよう適切に対応していくことが求められる。 

 

○ このような状況を踏まえ、今後は、以下の①から④の取り組みを繰り返し行うこと、すな

わち、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組である「地域マネジメント」を推進し、

保険者機能を強化していくことが適当である。 

① 各保険者において、それぞれの地域の実態把握・課題分析を行う。 

② 実態把握・課題分析を踏まえ、地域における共通の目標を設定し、関係者間で共有

するとともに、その達成に向けた具体的な計画を作成する。 

③ この計画に基づき、地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の推進、効率的

なサービス提供も含め、自立支援や介護予防に向けた様々な取り組みを推進する。 

④ これら様々な取り組みの実績を評価した上で、計画について必要な見直しを行う。 

 

○ その際、市町村自身が保険者機能を果たすためには、新たに生じる事務負担に十分配

慮し、行政サービスの質の低下を招かないようにする必要がある。人員やノウハウの課題

もあることから、保険者による極端な格差が生じないよう国や都道府県が市町村を具体的

にかつ積極的に支援していくことが適当である。都道府県が行う具体的な支援について、

地域によって状況が異なることに留意した上で、その内容や法的根拠を明確にする必要

がある。 

例えば、国においては地域の実情や特性を踏まえ、地域の自主性を尊重しながら各種

ガイドラインを作成するほか、都道府県職員に対する研修を実施することなどが考えられ、

都道府県においては市町村職員に対する研修を実施するほか、医療職の派遣に関する

団体調整を行うことなどが考えられる。 

この点に関して、地方財政に占める介護保険事業歳出のボリュームが増大していること

も意識しつつ、各市町村において、保険者機能を強化するという強い認識を持ち、介護保

険に係る行政分野への人材投入等を行うべきであるとの意見があった。 

 

【データに基づく地域課題の分析等】 

○ 市町村や都道府県の介護保険事業（支援）計画の作成、実施及び評価、並びに国民の

MKRYC
四角形



4 

 

介護保険事業の運営に関する実情の把握に資するため、保険者による地域の実態把握・

課題分析のための基盤を整備することが適当である。その際、評価指標にかかるものを

含めデータの整備について、市町村及び都道府県に過度な事務負担が生じないよう、国

において、全国の市町村及び都道府県が活用できるシステムを構築するなど環境を整備

していくことが重要である。 

 

○ 具体的には、 

・ 市町村による国に対する介護給付費や要介護認定等に関するデータの提出を義務づ

けるとともに、 

・ 国は、市町村から提供されるデータを集計・分析し、地域包括ケア「見える化」システム

を通じて、各都道府県・市町村の地域分析に資するようなデータ（地域差に関するデー

タを含む。）を提供する 

・ また国は、「見える化」を広く国民に周知させるための広報などを進める 

こととするのが適当である。 

 

○ なお、地域包括ケア「見える化」システムにおいて活用されている、介護保険総合データ

ベースのデータについては、データベースをより有効活用するために、データの利用目的

が公益性の高い場合には、第三者提供を可能とすることが適当である。 

この場合、個人情報保護は当然に重要であり、この点も含め、データを提供する対象、

データ利用に係る手続き等については、別途、検討の場を設けて検討することとするのが

適当である。 

 

○ また、医療と介護のデータを合わせた分析・利活用も重要な課題であるが、これについて

は、「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」の取りまとめを踏

まえつつ、検討していくこととするのが適当である。 

この点に関連して、医療と介護のデータベースはそれぞれ匿名化され容易には名寄せ

ができないため、それらを連結して分析するためには技術的な検討を実施していくことが

必要との意見があった。 

 

【地域マネジメントに係る取り組み内容・目標の計画への記載】 

○ 市町村や都道府県が介護保険事業（支援）計画を策定する際には、上記により国から提

供されたデータを利用して地域課題を分析するよう努めることとするのが適当である。 

   また、都道府県は、市町村が行う地域課題の分析を支援するよう努めることとするほか、

こうした分析が円滑にできるよう、国はガイドラインを策定するなどの支援を実施すること

が適当である。 
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○ 市町村は、介護保険事業計画に、地域の実情に応じて、高齢者の自立支援と介護予防

に向けた具体的な取組内容やその目標を記載することとするのが適当である。 

 

○ 一方、都道府県については、介護保険法において「介護保険事業の運営が健全かつ円

滑に行われるように、必要な助言及び適切な援助をしなければならない」とされているとこ

ろ、高齢者の自立支援と介護予防に向けて、都道府県が実施に努めるべき具体的な保険

者支援について、法律上明確化することが適当である。 

さらに、都道府県は、介護保険事業支援計画に、市町村が行う高齢者の自立支援と介

護予防に向けた取組に係る支援の具体的な内容やその目標を記載することとするのが適

当である。 

 

【自立支援や介護予防に向けた様々な取り組みの推進】 

○ 市町村は、介護保険事業計画に従い、高齢者の自立支援と介護予防に向けた具体的

な取り組みを進めることとなる。 

 

○ 具体的な取り組みとしては、住民や事業者など地域全体への自立支援・介護予防に関

する啓発普及、介護予防の通いの場の充実、リハビリテーション専門職等との連携や口

腔機能向上や低栄養防止に係る活動の推進、地域ケア会議の多職種連携による取り組

みの推進、地域包括支援センターの強化など、地域の実態や状況に応じた様々な取り組

みが考えられる。 

 

【適切な指標による実績評価】 

○ 各市町村において様々な取り組みを進めていくこととなるが、地域マネジメントによる地

域包括ケアシステムの深化が着実に進むよう、取組のアウトカム指標やアウトプット指標

（プロセス指標）を国が設定し、ＰＤＣＡの一環として、市町村や都道府県が自己評価する

とともに、国に報告する仕組みを設けることが適当である。 

 

○ アウトカム指標については、要介護認定率の抑制等、適正なサービス利用の阻害につな

がることのないものとする必要があり、例えば、要介護状態等の維持・改善の度合い、健

康な高齢者の増加などの保険者の取組の成果を反映する指標が考えられる。 

また、アウトプット指標については、例えば、地域包括ケア「見える化」システムの活用状

況も含む地域分析の実施状況、地域ケア会議の実施状況、生活支援コーディネーターの

活動状況、地域包括支援センターにおけるケアマネジメント支援等の実施状況、介護予

防・自立支援の取組の状況等を指標とする方向が考えられる。 
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